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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期

第３四半期連結
累計期間

第46期
第３四半期連結
累計期間

第45期

会計期間

自平成25年
　10月１日
至平成26年
　６月30日

自平成26年
　10月１日
至平成27年
　６月30日

自平成25年
　10月１日
至平成26年
　９月30日

売上高 （百万円) 67,830 66,308 87,400

経常利益 （百万円) 5,428 5,011 6,442

四半期（当期）純利益 （百万円) 2,956 3,201 3,405

四半期包括利益又は包括利益 （百万円) 3,518 3,529 4,164

純資産額 （百万円) 42,022 43,498 42,155

総資産額 （百万円) 63,840 68,238 65,354

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円) 180.04 194.92 207.36

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円) － － －

自己資本比率 （％) 57.2 55.6 55.9

 

回次
第45期

第３四半期連結
会計期間

第46期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成26年
４月１日
至平成26年
６月30日

自平成27年
４月１日
至平成27年
６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円) 51.81 66.90

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は「第４　経理の状況

１．四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

　また、シンクタンク・コンサルティングサービスセグメントにおいて、平成27年４月１日付で、連結子会社であっ

た知財情報サービス株式会社を当社が吸収合併いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）経営成績の分析

　当第３四半期連結累計期間（平成26年10月１日～平成27年６月30日）のわが国経済は、緩やかな回復基調をたどり

ました。消費は、雇用・所得環境の改善や原油安などによるマインド改善を背景に持ち直しました。また、原油安に

よる燃料コストの低下や円安などで企業経営環境が上向くなか、設備投資は緩やかに回復しました。

　海外経済は、力強さに欠ける状況が続きました。特に、新興国では、中国経済の減速傾向が強まっているほか、資

源国では原油安が成長を押し下げました。

　このような環境下、当社グループは品質及び顧客満足度を最優先しつつ、シンクタンクとして培った科学的手法を

はじめ、総合的な機能・サービスを最大限に活用して事業展開を進めました。特に、コンサルティングとICT

（Information and Communication Technology）を組み合わせた民間企業の経営革新支援、金融機関やクレジット

カード会社向けのシステム構築などを推進しました。また、介護を含むヘルスケア分野や電力自由化・地方創生と

いった社会の新しいニーズに対応した事業開発に取り組みました。

　当社グループの当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高は66,308百万円（前年同期比2.2％減）となり

ました。この売上高減少に加えて、営業活動費用やシステムの償却費等の販管費増により、営業利益は4,765百万円

（同6.7％減）、経常利益は5,011百万円（同7.7％減）となりました。四半期純利益は投資有価証券の売却益を特別

利益として計上したことにより、3,201百万円（同8.3％増）となりました。

 

　セグメント別の業績は次のとおりであります。

　なお、「第４　経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更するとともに、セグメント利益を営業利益から経常利益に変更し

ており、以下の前年同期比較においては、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較してお

ります。

 

（シンクタンク・コンサルティングサ－ビス）

　当第３四半期連結累計期間は、官公庁向けでは、放射性物質の除染・省エネルギー設備導入といった政策支援案

件、中央官庁や地方自治体が運用するシステムの構築・更改支援案件、民間向けでは、金融機関向けのリスク管理支

援案件や顧客データ分析案件などが売上に貢献し、売上高（外部売上高）は29,154百万円（同7.1％増）、経常利益

は3,765百万円（同29.7％増）となりました。

 

（ITサービス）

　当第３四半期連結累計期間は、クレジットカード会社向けシステムの機器更改・基本ソフトウェア更新案件などが

売上に貢献したものの、前年同期の金融機関向けのシステム基盤整備案件等の反動減により、売上高（外部売上高）

は37,153百万円（同8.5％減）となりました。また、経常利益は、売上減及び販管費増により1,207百万円（同53.5％

減）となりました。
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（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べて2,883百万円増加し、68,238百万円（前年度

末比4.4％増）となりました。内訳としては、流動資産が40,792百万円（同11.0％増）、固定資産が27,446百万円

（同4.1％減）となりました。流動資産は、受取手形及び売掛金が3,789百万円減少する一方、現金及び預金が2,865

百万円、短期資金運用のための有価証券が4,999百万円それぞれ増加しております。固定資産は、グループ情報シス

テムの償却開始等に伴い無形固定資産が401百万円、投資有価証券の売却等に伴い投資その他の資産が629百万円それ

ぞれ減少しております。

　負債は、退職給付に関する会計基準等の改正に伴い退職給付に係る負債が1,285百万円増加したことにより、前連

結会計年度末と比べて1,540百万円増加し、24,739百万円（同6.6％増）となりました。

　純資産は、前連結会計年度末と比べて1,343百万円増加し、43,498百万円（同3.2％増）となりました。

 

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

 

（４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における研究開発費は343百万円であります。なお、当第３四半期連結累計期間におい

て、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,424,080 16,424,080
東京証券取引所

(市場第一部)
単元株式数100株

計 16,424,080 16,424,080 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 16,424,080 － 6,336 － 4,851
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（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　 200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　16,421,800 164,218 －

単元未満株式 普通株式　　　 2,080 － －

発行済株式総数 16,424,080 － －

総株主の議決権 － 164,218 －

 （注）「単元未満株式」には当社所有の自己株式12株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社三菱総合研究所
東京都千代田区永田町

二丁目10番３号
200 － 200 0.00

計 － 200 － 200 0.00

 

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年10月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

株式会社三菱総合研究所(E23492)

四半期報告書

 8/19



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,880 11,746

受取手形及び売掛金 12,096 8,306

有価証券 6,499 11,498

たな卸資産 6,165 5,770

繰延税金資産 1,838 1,828

その他 1,277 1,648

貸倒引当金 △9 △6

流動資産合計 36,747 40,792

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,466 6,105

機械装置及び運搬具（純額） 1 0

工具、器具及び備品（純額） 1,708 1,558

土地 720 720

リース資産（純額） 1,195 1,170

建設仮勘定 51 458

有形固定資産合計 10,143 10,013

無形固定資産   

ソフトウエア 2,083 4,488

ソフトウエア仮勘定 3,043 330

その他 276 182

無形固定資産合計 5,402 5,001

投資その他の資産   

その他 13,064 12,435

貸倒引当金 △4 △5

投資その他の資産合計 13,060 12,430

固定資産合計 28,607 27,446

資産合計 65,354 68,238
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,320 3,110

未払金 999 1,404

未払費用 2,288 1,054

未払法人税等 1,345 1,023

賞与引当金 2,633 1,941

受注損失引当金 － 5

その他 2,402 5,715

流動負債合計 13,988 14,256

固定負債   

退職給付に係る負債 8,499 9,785

その他 711 697

固定負債合計 9,211 10,483

負債合計 23,199 24,739

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,336 6,336

資本剰余金 4,851 4,851

利益剰余金 24,453 25,759

自己株式 △0 △0

株主資本合計 35,640 36,946

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,398 1,496

繰延ヘッジ損益 △2 △5

為替換算調整勘定 9 32

退職給付に係る調整累計額 △537 △552

その他の包括利益累計額合計 868 971

少数株主持分 5,646 5,581

純資産合計 42,155 43,498

負債純資産合計 65,354 68,238
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 67,830 66,308

売上原価 53,213 51,383

売上総利益 14,616 14,924

販売費及び一般管理費 9,507 10,158

営業利益 5,109 4,765

営業外収益   

受取利息 3 3

受取配当金 182 103

持分法による投資利益 95 117

その他 51 36

営業外収益合計 331 260

営業外費用   

支払利息 12 10

その他 0 4

営業外費用合計 12 14

経常利益 5,428 5,011

特別利益   

固定資産売却益 0 －

投資有価証券売却益 － 475

補助金収入 1 －

特別利益合計 1 475

特別損失   

固定資産除却損 20 15

リース解約損 2 8

その他 2 0

特別損失合計 25 24

税金等調整前四半期純利益 5,405 5,463

法人税等 2,131 2,021

少数株主損益調整前四半期純利益 3,274 3,441

少数株主利益 317 240

四半期純利益 2,956 3,201
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,274 3,441

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 244 82

繰延ヘッジ損益 △0 △2

為替換算調整勘定 2 25

退職給付に係る調整額 － △18

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 1

その他の包括利益合計 244 88

四半期包括利益 3,518 3,529

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,160 3,303

少数株主に係る四半期包括利益 358 225
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

平成27年４月１日付で、連結子会社であった知財情報サービス株式会社は当社に吸収合併されたため、当第３四

半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

 

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員

の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を

反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が1,668百万円増加し、繰延税金資産が594百

万円増加、利益剰余金が1,073百万円減少しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益

及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用の計算については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（追加情報）

（法人税率の変更等による影響）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等

の引下げ等が行われることとなりました。

この税率変更により、当第３四半期連結累計期間において、未払法人税等が341百万円増加し、法人税等は同額

増加しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

 債務保証

次の保証先について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

前連結会計年度
 （平成26年９月30日）

 
 

当第３四半期連結会計期間
 （平成27年６月30日）

従業員（住宅資金等借入債務） 10百万円  従業員（住宅資金等借入債務） 9百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却

額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年10月１日
至 平成26年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年10月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 1,558百万円 2,079百万円

のれんの償却額 70 76

 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成26年６月30日）

　配当金支払額

　　（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年12月18日

定時株主総会
普通株式 328 20.0 平成25年９月30日 平成25年12月19日 利益剰余金

平成26年４月25日

取締役会
普通株式 328 20.0 平成26年３月31日 平成26年６月４日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成27年６月30日）

　配当金支払額

　　（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月18日

定時株主総会
普通株式 410 25.0 平成26年９月30日 平成26年12月19日 利益剰余金

平成27年４月28日

取締役会
普通株式 410 25.0 平成27年３月31日 平成27年６月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
シンクタンク・コ
ンサルティング
サービス

ITサービス

売上高      

外部顧客への売上高 27,211 40,619 67,830 － 67,830

セグメント間の内部売上高
又は振替高

52 2,002 2,054 △2,054 －

計 27,263 42,621 69,885 △2,054 67,830

セグメント利益 2,902 2,597 5,499 △71 5,428

（注）１．セグメント利益の調整額△71百万円には、セグメント間取引消去△0百万円、たな卸資産の調整額

6百万円及び固定資産の調整額△77百万円が含まれております。

     ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　当第３四半期連結累計期間において、重要な事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
シンクタンク・コ
ンサルティング
サービス

ITサービス

売上高      

外部顧客への売上高 29,154 37,153 66,308 - 66,308

セグメント間の内部売上高
又は振替高

50 1,466 1,516 △1,516 -

計 29,204 38,620 67,824 △1,516 66,308

セグメント利益 3,765 1,207 4,973 38 5,011

（注）１．セグメント利益の調整額38百万円には、セグメント間取引消去3百万円、たな卸資産の調整額3百

万円及び固定資産の調整額31百万円が含まれております。

     ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　当第３四半期連結累計期間において、重要な事項はありません。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

（セグメント区分の変更）

　当社は、新中期経営計画の事業戦略に基づき平成26年10月に実施した組織改正に伴い第１四半期連結会計

期間より、「シンクタンク・コンサルティングサービス」及び「ITサービス」を新しい報告セグメントとし

ております。

　この変更により従来のセグメント区分において「ITソリューション事業」に含めていたITコンサルティン

グ及びソリューションサービスは、変更後のセグメント区分において「シンクタンク・コンサルティング

サービス」に含めております。

変更後の報告セグメントに属する主要な製品及びサービスは以下のとおりであります。

報告セグメント 主要な製品及びサービス

シンクタンク・コンサル

ティングサービス

政策・一般事業に関する調査研究及びコンサルティング、経営コンサル

ティング、ITコンサルティング及びソリューションサービス

ITサービス
ソフトウェア開発・保守・運用、情報処理サービス、アウトソーシング

サービス、システム機器の販売

また、第１四半期連結会計期間より、セグメント利益を営業利益から経常利益に変更しております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、上記の変更を踏まえて作成した報告セグ

メントごとの売上高及び利益に関する情報を記載しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成26年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年10月１日
至　平成27年６月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 180円04銭 194円92銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 2,956 3,201

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 2,956 3,201

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,423 16,423

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

（剰余金の配当）

平成27年４月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　１．中間配当による配当金の総額　　　　　　　410百万円

　２．１株当たり金額　　　　　　　　　　　　　 25円

　３．支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成27年６月４日

（注）平成27年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２７年８月４日

 

株式会社三菱総合研究所
 

取締役会　御中

 

 有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 茂木　浩之　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 古内　和明　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三菱

総合研究所の平成２６年１０月１日から平成２７年９月３０日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２７

年４月１日から平成２７年６月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２６年１０月１日から平成２７年６月３

０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三菱総合研究所及び連結子会社の平成２７年６月３０日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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